平成１９年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　様式２－１
グローバルＣＯＥプログラム　拠点形成計画調書
	１．拠点のこれまでの教育研究活動
（本拠点におけるこれまでの教育研究活動（人材育成の現状と実績、研究水準の現状と実績、国内外との比較）について記入してください。２１世紀ＣＯＥプログラムに採択されている専攻等を含む場合は、その教育研究活動の状況を含めて記入してください。）
　主体となる「先端総合学術研究科」（先端研、平成15年度開設、学年定員30）専任教員の12人中9人が、本拠点の主題に深く関わり、大学院教育と研究に専念する、多様な研究領域の教員である。ともに研究を遂行する「人間科学研究所」（人間研）所属の教員を加え、強力な研究・教育体制を有する。その先端研の学生の半数以上、約60人が、病や障害や老いや性差等、身体の変容と差異、それらと思想や社会との関わりについて、多くはそれを自分自身の問題として、既存の専門分野の枠組みで解けない問いとして抱え、研究を始め展開している。教員は既に多くの業績を発表し、学生の研究成果も数多く発表されつつある。こうした拠点は世界のどこにも存在しない。さらに、以下概略を記す体制をより強化して、量・質ともに研究と成果発信の世界的拠点となる。

　【教育】先端研は「プロジェクトを基礎とした人社系研究者養成（プロジェクトベーストプログラムの構築）」で、平成17年度「魅力ある大学院教育」イニシアティブ（大学院ＧＰ）に採択された。これは、学際的編成による人文社会科学系の一貫制博士課程として、現代社会の要請に応える創造的な若手研究者の養成を目指す体制・カリキュラムが評価されたものである。
　人文科学・社会科学・自然科学を横断する教員が連携した教育体制をとっている。学生は「公共」（公共性の再定義）「生命」（生命・環境の倫理と現代的課題）「共生」（多文化・多言語主義の可能性と困難）といった「領域」に所属しつつ、指導教員3名を、領域を横断して選べる。
　１・２年次は博士予備論文提出を目標に「プロジェクト予備演習」で研究に必要な基礎的素養の訓練を受けるが、これには複数の教員が参加し共同指導に当たっている。他に「アカデミック・ライティング」（日・英）、研究手法を習得し使いこなすための「リサーチ･マネジメント」、ＩＴ技術を使った研究成果作成・発信技術を獲得する「ディジタル･デザイン」等の科目があり、研究の立案と実現、論文執筆と成果の発表を高レベルで実現するために必要な訓練を提供している。
とくに、大学院ＧＰの予算を用い、日本語・英語のライティング・スタッフ、研究支援者による個別指導を充実させ、論文執筆能力を向上させるとともに、英語での（そして留学生の日本語での）成果発表を支援してきた。またライティング・マニュアルを作成し、技術の共有を図ってきた。
　【研究】後期課程（３年次）正式開始から２年だが、この研究領域で学生は着実に学会報告を行い論文を発表してきた。教員はこの拠点に関わる研究に長く従事し、多くの成果を発表してきた。

３年次以降の学生は「プロジェクト演習」で必要な訓練を受けつつ「プロジェクト研究」で学内外の研究者と共同研究ができる。研究支援者は、学会報告、博士論文を含む論文作成を支援する。
本研究科発行の『Core Ethics』（平成17年創刊）は、指導教員の指導、内部審査教員のコメント、テーマに相応しい外部審査員の査読により、高い水準の達成に努めている。学会誌への投稿、学会発表、研究計画の修正等についても、教員、研究支援者が実践的指導を行っている。

国内外の第一線の研究者を招き、シンポジウム、ワークショップ、集中講義を行い、高水準のプロジェクト研究のモデルを提示した。外国から招いた研究者によるワークショップでも、関連する研究主題の学生による報告を行なわせ、将来的な関係の形成につながるものとしている。

教員は、ときに異分野で協働しつつ、各自の研究を遂行し、多くの場合に書籍としてその成果を発表してきた。また、多くの研究機関、企業、非営利組織と関係を有し、協働・連携を行なってきた。形成してきたそれらの関係を生かし、学生の参加を得て、これからさらに拡大させる。

	２．拠点形成の目的、必要性・重要性、期待される効果
①-1 本拠点がカバーする学問分野を具体的かつ明確・簡潔に記入してください。
　哲学、倫理学、生命倫理学、文学、科学技術社会論、歴史学、科学史、人類学、心理学、経済学、政治哲学、社会学、社会福祉学、障害学、社会政策学、国際援助論、対人援助学、老年学
◇「カバー」するとは考えていないが、関係する学問領域、事業推進担当者の専攻領域を列挙した。時にその蓄積・知見を用い、時に批判的に吟味する中から、新たな領域を拓いていこうとする。

◇「障害学」という語が日本に現れたのは（その内実は既に存在していたが）1990年代の後半と新しい。米国・英国等には学会があり、日本でも2003年に学会が誕生、立岩は理事を務めてもいる。

◇「対人援助学」は中村、望月、佐藤らが構想し、大学院応用人間学研究科（現在のところは修士課程のみ）の教育に組み込むとともに、学会設立に向けて準備中である。

　◇本拠点は、後記するように、自然科学領域の研究・開発を直接に行うのではなく、研究･開発とその利用者の間の「橋渡し」を目指す。ただそのためにも、自然科学の研究者でもあり、双方の「言語」や「発想」を知る人は必要である。遠藤はドーキンスの『延長された表現型』の翻訳なども行っている生物学者・生態学者。松原は生物学を基礎に（理学修士）、科学史・科学技術社会論を専攻。松田は医学博士でもある。林は国際援助の専門家であるが、実際に医療援助を行ってきた医師でもある（タイ・マヒドン大学・熱帯医学ディプロマ）。


様式２－１
	①-2 世界最高水準の優れた研究基盤や特色ある学問分野の開拓を通じた独創的、画期的な研究基盤を前提に、拠点としてどのような人材育成や研究活動を行うのか、それによりどのような拠点を形成するのかなどの拠点形成計画の構想・目的・必要性について記入してください。
　【構想】様々な身体の状態を有する人、状態を経て生きていく人たちの生の様式・技法を知り、人々のこれからの生き方を構想し、あるべき社会・世界を実現する手立てを示す。
　【目的】人は様々な異なりのもとで生きてきたし、生きている。人がみな同じなのであれば、人はみな同じだけ働くことができ、交換は起こるとしても、贈与の必要はない。また、人がみな同じなら、他者を欲することもないかもしれない、同時に、敵対の理由も見つけにくいかもしれない。しかし人は異なる。人とその身体は不可避に変化する。だから私たちは「周縁」的なものが珍しいからそれを問題にしようとするのではない。普遍的な現実を主題にする。むしろ、多くの学問が数少ない「普通」の人を相手にしてきたのだ。
　もちろん病人や障害者を対象にする医学や福祉学はある。ただ、それは治療し援助する学問だから見えるものが限られる。はるかに多くの現実がある。同じ人が技術に期待しつつ技術を疎ましいとも思う。身体を厭わしく思うが大切にも思う。援助を得ながらもそれと別の生がある。自ら得たものがある。援助する人・学問・実践・制度と援助される人との連帯・協力があると同時に、摩擦・対立がある。それらがしっかりと捉えられ考えられることはなかった。そこで私たちが本格的に学的に追究する。その上で、未来の生のあり方、支援のあり方を構想する。
　そこで、第一に、その歴史と現在とを知り、考える。障老病異を巡って起こり語られてきた、膨大に知られるべき事実があり資料もある。だが、その集積はどこでも本格的にはなされていない。実践的な諸学においては自らの仕事に直接に関係する範囲の情報だけが集められてきたためでもある。またその含意が十分に深く検討されることはなかった。多くの学術論文は、事実の記述をいくらか行い、その後少し考察を行うと終わってしまう。共同作業・共同研究によって集めるべきものを集めきり、それを土台にして、本格的な考察がなされるべきである。
　第二に、差異と変容とを経験している人たちやその人たちとともにいる人たちが学問に参加し、学問を利用し作っていく場と回路を作る。誰もが「本人」の参画はよいことだと言うが、その仕組みは実際に作られていない。また、専門家はときに望まれないことをし、望まれることをしない。その人たちも、それではいけない、何かをせねばと思うのだが、何をしたらよいかわからない。だから両者をともに含み、繋ぐ回路・機構を作る。
　第三に、このままの世界では生き難い人たちがどうやって生きていくかを考え、示す。世界的には知られていない経緯があって、この国は、その一部においてではあるが、重度の障害・難病の人が、他の国々より生きていられる国になった。それを無駄で過剰なこととだけ捉えることができるだろうか。他方に、同時に、はるかに困難な状況におかれている人たちが世界に多くいる。そうした人々の皆が生きていける仕組みを作ることは不可能ではないはずだ。
　【必要性】人がそうして生きているから、生きていた方がよいから、どうして生きてきたかを知ること、どのようにして生きていくかを考え、示すことは必要である。それは当たり前のことだが、その当たり前のことがなされていないから、この研究と研究拠点は独自の存在意義を有する。そのために様々な学問分野のすべてが有効であり必要であるが、たんにみなを足し合わせ混ぜ合わせればよいのではない。大切なことはそれぞれがどこまでのことができるか、できないのか、すべきなのか、すべきでないのか、それを考えることである。だから自らの領域だけにとどまろうとしない人たちが一つの拠点に集まり、研究を進める意義があり必要がある。そして、既に大学院に集まり、これからやってくる、多数の、様々な出自・多様な属性の人たちとともにそれは行われなければならず、その人たちを世界のどこででも通用する研究者とする必要がある。

	①-3 他の大学等と連携した取組については、その必要性について記入してください。
このＣＯＥプログラムのために事業推進担当者を出し予算を分け合う大学等の組織はないが、
◇大学間協定を結んでいる東亜大学（韓国）は医療倫理・生命倫理の研究を強化しつつあり、松原が講演に呼ばれるなどの関係がある。また教員や学生に、韓国・台湾他の障害者・難病患者の組織との関係もある。これら機関・研究者との連携・共同研究から、欧米の一部の発想に偏しているこの学問領域への貢献が可能と考える。
◇また本拠点の研究課題と深く関係する研究を行っている組織として、プレトリア大学（南アフリカ、大学間協定有）のCentre for the Study of AIDS、マッギル大学（カナダ）のSocial Studies of Medicine、リーズ大学（英国）のDisability Studies Center、等があり、これら研究機関やそこで活動する研究者たちと連携して研究を進める。
◇さらに本拠点の母体である先端総合学術研究科は、ベルガモ大学大学院複雑性認識論人類学研究所（CERCO、イタリア）、佛光大学（台湾）、高等師範学院（Ecole normale superieure、フランス）と研究協力協定に基づいた実質的な取組の準備を進めている。これらの機関には本拠点の研究主題に関わる研究者も多くいる。学生・研究者を受け入れるとともに、本拠点からも学生・教員を派遣するなど、研究教育両面で協力し合っていく。
◇また国内では、大阪大学のコミュニケーション・デザインセンター（ＣＳＣＤ）等との協力関係の強化を構想している。より詳しくは9頁④「研究における連携の有効性」に記した。
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	①-4  本拠点が我が国のＣＯＥとしてどのような重要性・発展性があるのか、いかに優れたもの、または、ユニークであるかについて、国際的な水準から見た現状等を具体的かつ明確に記入してください。
　◇「生命倫理学」の拠点はある（米国ヘイスティング・センター等）。病はよくないから、なおす。では、なおらず、もっとわるくなったらどうするか。それは本人が決めることだ。煎じつめれば生命倫理学はそう言ってきた。それはよい知恵である。しかし世界にあるものはそれだけか。なおることを切望しているが、その手立ては今はない、何も決められないが生きている。それは迷妄であるのか。そうは思われないなら、その生を別様に捉えられるということである。
　◇新しい学問である「障害学」は違う立場をとる。その拠点もある（英国リーズ大学等）。私たちにもその学に関わり、研究者たちと関係を有する者がいる。それは、なおらない障害については補い、受容し、さらに肯定しようとする。それももっともである。しかしなおったらそれはそれでよしとするのか。こうした問いもまだ残されている。
　◇「社会政策」の学もあり、世界中で研究されている。経済学や政治学などが関わる。疑いなくそれらは必須である。貧富の巨大な差の克服は大切である。ただ、ともすれば絶望的になってしまう困難をどう越えていくか、まだすべきことはある。そしてその際、リスクとその回避・軽減という捉え方で十分か。これらもまた考えるべきこととしてある。
　◇そして、生死を越える「哲学」や「宗教」も魅力的である。しかしそうたやすく達観できるものでもないなら、生にとどまって、そこにある葛藤を捉え、束の間の愉しみを持続する途を、この世で、具体的・現実的に探ろうとする。その思い・試み・行いは世界中に様々あるが、様々に分散してもいる。世界的な拠点は存在しない。その拠点になる。
　◇まず日本で起こったこと、考えられたことを知り、知らせる。私たち自身が調べ、考えてきたことを知らせる。この国の人文社会科学は、内外の事情の紹介で半ば終わってしまい、国内のことは国内で閉じてしまってきた。事実の記録、研究の成果、発信する中身は私たちにあるが、資源がないために妨げられてきた。その状態を脱却するために、研究基盤を確立し、効率的に成果を産み出し、集積し、成果を速やかに他言語にすること、その恒常的な回路を作ることが必要である。それによってその次に進むことができる。
　◇そしてこれはこの国のことを知らせるだけにとどまらない。世界のどこにでもあるのに従来の学によって掬われてこなかった思想・行動、主張・技法を取り出す。例えば病による共通性のもとでどのような対話が国境を越えて生み出されるのか、その対話・議論の場を具体的に設定し、ともに考える。それを世界へ発信し、世界の共有財産とする。

	② 本プログラムで行う事業が終了した５年後に期待される教育研究の成果及び拠点により見込まれる学術的または社会的な意義・波及効果等について記入してください。
◇すくなくともここ50年間、さらにここ100年間、身体を巡って起こってきたことの全容が明らかにされる。関係する制度・組織・人・出版物等についての情報が網羅され、公開可能なすべてがウェブで公開される。現代史と現況に関わる資料集、資料解題等の書物が年２点以上公刊される。既に存在する日本語の刊行物・資料も、重要なものから翻訳される。また、出版社と連携し、国内で絶版になっていた書籍でとくに重要なものには再刊されるものもある。

　◇以上で得られた知見を参照しつつ、社会福祉学、生命倫理学、医療社会学等における定まった作法から距離を置き、現に存在する論理的・倫理的問題についての考察がなされ、発表される。それらの幾つかは既存の学問の潮流に乗ったものでないから、その内部では理解されにくい可能性がある。時間をかけ十分に検討・討議し、言語の移し変えの問題に対処して発表・公刊される。
　◇障害・病を有する院生が利用可能な教育・研究環境、とくに情報の提供・流通機構が構想され、試され、汎用可能なものとして他に提示される。広く社会全体の学問的・実用的な情報の所有・公開・流通のあり方が提案される。結果、他の諸国に比べても低い、障害等を有する学生・研究者の割合が高まる。高等教育を受け研究の仕事をする人間の多様性が増加する。
　◇社会・国際社会で、とくに民間の自発的な活動を担っていける人材、国際政治・経済の現況を分析し、そこに介入できる「役に立つ人材」が育成され、実際に幾人かは活動を始める。院生のすべてを大学･研究機関所属の研究者にすることは目指されない。高度な研究能力を有し、研究機関・研究者と恒常的な協力関係を維持し発展させられる「在野」の研究者も育成され、民間組織の力が強化される。韓国・中国をはじめとするアジア、そしてアフリカ諸国を含む世界各国の組織・研究者との連携が構築・強化され、共同の研究がなされ、成果が発表される。

　◇普遍的な権利の付与・獲得と個人の差異・個別性への着目とを折り合わせ、組み合わせた制度・機構が構想され、実現への道筋が示される。社会経済的な要因によって寿命をまっとうできない人を減らす仕組み、死なずにすむ人が死なずにすむ仕組みが、まず高齢化社会日本とエイズが蔓延する（特にサハラ砂漠以南の）アフリカについて、具体的に、提案される。
　◇以上、歴史と現在の記述と分析、主要な理論的争点についての考究、機構・制度の構築の提案と実現可能性の検証、これらに関わる学会報告が多種の学会で行なわれる。年間100本以上の論文が発表され、当拠点の教員が編者となって学生や研究員が分担執筆して刊行されるものなど、5年で20点以上の書籍が刊行される。価値のあるものは基本的に英語化される。
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	３．拠点の運営体制

（拠点として機能するための運営マネジメント体制について、以下の①、②の点を具体的に記入してください。）

① 拠点リーダーを中心とした事業推進担当者の教育研究活動の連携体制（他の大学等と連携した取組については、その実施体制を含む）
　【実験室】プロジェクトベーストプログラムと集団指導体制という先端研の現在の枠組みを発展させ、研究拠点としての高度化を目指す。従来の人文社会系大学院教育のゼミナール方式ではなく、実践的・協働的に研究教育を行うラボラトリー方式を確立する。これは、本拠点にふさわしい学生、若手研究者を結集し、使命を共有し、生産性・実効性を高めるために必要である。
まず現実の空間を本拠点は有する。資料を、そのすべてが常に一覧できいつでも利用できるように工夫して配架し、その同じ空間で日常的な打ち合わせ・討論が同時に複数行える場とする。同時に、構成員相互の交信と経過と成果の公開のためにウェブサイトを最大限に利用する。
【組織】拠点リーダーは生存学センター長として、センターにおける研究教育を統括する。

センターでは複数のプロジェクトが同時並行的に進行する。事業推進担当者はプロジェクトリーダーとなり、プロジェクト研究の統括と、プロジェクト演習・プロジェクト予備演習等の教育指導を行う。また事業推進担当者は他のプロジェクトの共同研究者・教育指導者にもなる。
各プロジェクトの課題は、事業推進担当者で構成される「拠点会議」で議論・設定し、その進行を点検する。同時に、事務局、学生・ＰＤ・研究員を含めた「運営会議」で日常的な活動の点検・調整を行い、円滑に研究が進行するよう努める。
センターは教育組織として先端研の一部を構成し、研究組織として人間科学研究所（人間研）と連携する。また、人間研スタッフは先端研院生を先端研教員と共同指導する。
【学生の教育・研究体制】各プロジェクトは、プロジェクト研究メンバー（教員・3年次以上の学生）を基本的な構成員として運営される。学生はプロジェクト演習で教育指導を受けつつ、プロジェクトに参加する。適性がある場合には自身が実質的な推進者となって、プロジェクトは展開される。1・2年次の学生の研究会等への参加は歓迎し推奨する。またプロジェクト遂行のために有為な人材については、1・2年次の学生であっても研究推進の役を担ってもらう。

全ての指導のプロセスで教員は各学生の教育指導上の所見・課題等を「カルテ」に記入し、全ての教員が「カルテ」を共有する。また、学生の指導に従事する教員は、博士予備論文、博士論文の準備・作成・審査過程で、個別院生に関する「カンファレンス」を開催し、教育および拠点研究活動に関する課題について議論し、対策を検討する。

【ＲＡ・研究員・ＰＤ】本人の研究実績・企画と本拠点の方針とを勘案して選考し、在学者からＲＡを、修了者から研究員を採用する。両者について、企画・研究遂行に関わる実際の作業と経費に対し支援を行う。研究員は研究者番号を得、科研費研究への応募等が可能になる。また研究員は学生の研究・論文作成・学会報告指導に参画し、これらの任務遂行に応じた給与を得る。
本学の出身者であるか否かを問わず、また国の内外を問わず、ＰＤを募集し、適切な人材を採用する。まず研究実績をあげることを求め、毎年、その成果を評価し継続の可否を判断する。研究の他、学生の研究指導を業務とする。またＰＤと教員・研究員・学生との共同研究を推進する。
【事務局・外部との協力体制】学生・教員が研究・教育に専念できるためにこの拠点がある。機動的な事務局体制を敷き、専門的能力を有する事務局員を配置する。研究成果の製作・公開については、企画段階から出版社・編集者の協力を得る。取材・記録についてはジャーナリスト・著作家とも協力する。通訳・翻訳についても専門家の協力を得る。継続的で規模の大きな研究については民間シンクタンク等と協働する。シンポジウムの実施等に当たっても、可能な部分については、また学生・教員の研究・教育への専念に資する場合には、外部に発注・委託する。

	② 教育研究活動の状況を組織的に把握・改善する仕組み、自己点検・評価体制（外部者による評価も含む）の整備
【公開】この申請書類とその根拠となるデータを含めすべてをウェブ（http://www.arsvi.com/
0u/01.htm）に公開する。これからの研究の過程・成果も、研究倫理・科学倫理に留意した上で、基本的にすべてウェブ上に公開する。この拠点に関わるすべての教員・学生・研究員・ＰＤは各自のページをもち、進行中のものも含め、研究についての情報を提供する。以上によって、この拠点を、国内・国外の専門家・非専門家の誰もが、常に、評価でき点検できるものとする。

　【評価委員会】一般的な情報公開の必要と別に、一定の時間をかけ、必要な場合には関係者を面接し聴取するなどして、活動と成果とを点検する必要もまたある。世界の研究の動向を知る人、研究教育機構の運営・経営、倫理的問題に詳しい人に委員を委嘱し、評価委員会を設置する。
【研究倫理委員会】人間科学研究所と合同で研究倫理委員会を運営する。「人を対象とした研究」を行う学生・若手研究者が、倫理的に適切な方法で調査研究を実施できるよう指導助言するとともに、倫理的配慮にもとづく研究を支援する。

【ハラスメント防止】先端研は「キャンパスハラスメント防止ガイドライン」（研究科のＨＰに全文を掲載している）を策定、教員と学生よりなる「パートナーシップ委員会」を設置している。この規定に則り、加害の防止と解決に努める。また、複数の教員で学生の指導にあたる体制にも加害抑止の効果が見込める。


様式２－１
	４．拠点の運営体制の概念図

（３．拠点の運営体制で述べた実施体制を示すイメージ図を添付してください。）
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様式２－２
	５．人材育成の計画

① 人材育成の具体的な達成目標について記入してください。
（学生に対する教育については、専攻等の人材養成目的を踏まえ、達成目標について記入してください。）
【達成目標】多方面に研究業績を多く発表しそれを社会に繋いでいく研究者を育成する。

◇職業研究者を志す学生については、下記する既に実績のある様々な支援策により支援する。とくに主題を確定し研究を本格化させねばならない若い学生を放任しない。十分に話し合い、将来のある研究を行うことを支援する。また教員や他の院生との様々な共同研究の機会を提供し、方法・主題の両面で幅広い研究者とすることで、研究教育職に就ける可能性を高める。
◇ただ、すべての学生を職業研究者にする必要はない。２割程度既に研究教育職者、専門職者の学生がいる。その学生たちには、これまで学校・職場で得られなかった発想を得、知識を身につけ、新たな構えで仕事・教育・研究に取り組めるよう支援する。また、民間、とくに非営利組織で活動をしてきた人に力をつけ優秀な研究者にする。そうした場でこそ研究力が求められているのは明らかである。その活動の場で、より力を発揮し、より社会に貢献できるようにする。その中に「在野」から職業的研究者教育者になる者も現れるだろう。
　◇留学生を積極的に受け入れ、恒常的な支援体制を敷く。海外での調査研究、研究発表、留学を積極的に支援し、国外でも活動できる人材を育成する。

	② ①の人材を育成するための具体的な教育計画について記入してください。
　・人材育成のために必要な指導体制（研究指導体制、キャリアパス形成に対する支援体制など）、教育
プログラム等
・博士課程学生に対する経済的支援や、若手研究者に自立して活躍できる機会を与えるなど、若手研究
者がその能力を十分に発揮できるような取組
・国内外の優れた教員の雇用・招聘や留学生を含む若手研究者の派遣・受入れ、海外の大学等と協力し
た人材育成プログラムの実施など、国際的に活躍できる人材を育成するための工夫など
既に先端総合学術研究科で培ってきた特色ある教育プログラムを基礎に、発展・拡充を目指す。

【共同研究指導体制】先端研に所属する教員は基本的に大学院だけを担当する体制をとり、既に実施している集団的な指導体制のもと、十分な時間をかけて指導を行なう。学生一人に委ね、演習等でときに意見するだけという体制はとらない。とくに学問と社会の状況を知らずに研究を始める多くの若い人文社会科学系の学生は、手近な、ゆえに既に言いうることは言われ尽くされた主題を選んでしまい、多くの場合行き詰る。放任せず、十分に話し合い、将来のある研究に向かうよう支援する。どんな主題が各学問領域でまた社会で求められているのか、どんな方法が有効か、教員他が学生の適性を考慮しつつ協同で関与し、計画を具体的に詰め、実行を支援する。

　一人ひとりの学生について、各自の主題や業績はもちろん、複数の教員が指導・助言内容の履歴を記録した「カルテ」を作成し、保存・更新し、指導にあたる際に利用する。
　自らの主題に一人で深く沈潜するという研究をまったく否定しないが、共同研究、共同の成果作成・発表をより積極的に支援する。年齢・社会的出自・現在の状況の違いを有する人たちが一つの場に集まるというこの大学院の特性を生かし、積極的に活かす道を探る。例えば相対的に時間はある若い学生と、経験は豊富で何をすべきかを知っているが割くことのできる時間・労力が限られている学生がチームを組んで研究を行い、共同で成果を発表するといった協働の形態をとることから、双方にとって得るものが生まれるだろう。教員他のスタッフはそれを支援する。

　【発表に結びつく個別指導】科目として「アカデミック･ライティング」を置き、また大学院ＧＰの資金を利用し、論文指導スタッフを雇用し、研究計画の構築・修正、学会報告・論文執筆を支援してきた。この体制を拡大し充実させる。英語での学会報告・論文執筆についても外国人スタッフを雇用し、支援している。この体制を維持・拡大し、学生の研究水準を高める。とくに人文社会系の研究の場合、多言語化、具体的には英語化に困難があるのは事実として認めざるをえない。特別の対応をとることで、海外への研究成果の発信に関わる壁を低くすることが必須である。海外での学界報告に関わる旅費等の経費についても、個別に審査して援助することがある。

　【経済的支援】先端研では、平成18年度から、学生から共同研究の企画を募集し、計画書を審査してその意義を認めたものに研究資金を提供し、学生の共同研究を支援する試みを始めた（平成18年度の採択件数11、総額80万円）。それを拡大する。
　全学的に、優れた研究成果の創出、卓越した研究業績を奨励する制度として、「研究奨励奨学金」制度（年額50万円または25万円）の実施を決定済である。日本学術振興会特別研究員の応募資格のない社会人経験者を含め、優れた研究者が研究に専念できる体制を整えている。
　【ＲＡ・研究員・ＰＤ】この拠点の予算によって、また大学の制度によって、ＰＤ、研究員、ＲＡを採用する。研究員、ＲＡについては固定した給与を払うのでなく、研究計画・成果に応じて援助し、任務の達成度に応じて支払う。研究に十分な時間を確保させる。教員と共同での科研費研究への応募等を積極的に行う。事務、教務・研究補助的な仕事は別に契約する人が担い、基本的には行なわせない。ＰＤ・研究員の重要な任務を学生の研究指導とする。指導だけでなく、学生との共同研究の機会を増やし、共同の成果報告を増やす。


様式２－２
	③ 博士課程学生を含めた若手研究者の育成・支援の実績について記入してください。（特に、２１世紀ＣＯＥプログラムにおいて採択されている拠点については、２１世紀ＣＯＥプログラムで期待された成果が得られているかを含めて記入してください。）
　【成果】◇先端総合学術研究科は、平成18年度が4年目の5年制一貫博士課程の大学院であり、後期課程が始まってまだ2年であるため、本格的な研究者の輩出はこれからである。ただ他の大学院で修士号を取得し、在学期間を短縮した院生が３名、博士号を取得している。それはいずれもこのプロジェクトに関わる主題の研究であり、博士論文の1本は19年に公刊される予定である（『尊厳死言説の誕生』勁草書房、他は、血友病者の戦後史、高齢者施設における芸術療法）。

　◇学生は多様な学問分野での発表を行なっている。本企画に関連するものに限定しても、この2年の間に32の学会で発表を行なっている。また国際学会・国際会議で報告する学生が出てきている。以下50音順に列挙。医学・哲学倫理学会／科学技術社会論学会／関西社会学会／作業療法学会／質的心理学会／死の臨床研究会／社会思想史学会／社会政策学会／障害学会／日本医史学会／日本エイズ学会／日本家族社会学会／日本教育工学会／日本経営倫理学会／日本経営学会／日本公衆衛生学会／日本社会科教育学会／日本社会学会／日本社会病理学会／日本社会福祉学会／日本女性学会／日本人権教育学会／日本生命倫理学会／日本難病看護学会／日本保健医療社会学会／日本保健科学学会／日本ボランティア学会／日本倫理学会／福祉社会学会。国際学会ではAsia-Pacific Hospice Conference／Congress of European Association for Palliative Care／International Symposium on ALS/MND／World Congress of Criminology。

　◇論文も『思想』『現代思想』『社会政策研究』『障害学研究』等多様な媒体に発表された。また研究科には外部査読者を含む査読体制を有する学術誌『Core Ethics』（2005年発刊、掲載論文をウェブサイトに公開）がある。大学院ＧＰの予算も使って論文・研究指導者を雇用、継続的な指導・助言を行ない、論文の質の向上、採用・掲載本数の増加に努めている。

　◇日本学術振興会特別研究員に、17年度3名、18年度2名、19年度7名が合格した（17年度、19年度について、他に面接に進んだ者が1名、2名）。
　【態勢】◇当拠点のウェブサイト（http://www.arsvi.com）の構築と、そこに収蔵されるデータベース作成については、前期課程を含む約30名の院生が各々の関心に関わる部分を担当し、ファイルの作成・更新の作業を行なってきた。科研費の研究補助者に対する謝金等も用いた。それは自らの研究の基礎となる情報を蓄積する作業でもあり、収集と整理の実践的な訓練にもなる。また作業の結果がすぐさま広く公開されるものであるため、質の維持・向上が動機づけられる。

　◇また、研究科のウェブサイト（http://www.ritsumei.ac.jp/acd/gr/gsce/）に学生各自のページを置くことを推奨。予算を使い、作成・掲載の支援を行なっている。現在80名がページをもっている。論文や学会報告等、学生の研究内容をそれで知ることができるようにしている。

　◇視覚障害を有する学生、入院等で通学が困難な学生、遠隔地に住む学生、社会人学生等、従来の教室での授業では十分に対応できない人への対応を行なってきた。Ｅメール、メーリングリスト、ホームページといった既存技術を、しかし最大限、活用することで対応してきた。演習等で配布される文章については研究科内限定のホームページを別に設置し、墨字資料が使えない人等の利用に供している。また、視覚障害・身体障害の受講者に対するＴＡによる援助を行っている。また聴覚障害を有する受講者に対する手話通訳・ＰＣ要約筆記の提供も行なった。
　◇民間の研究助成に応募し資金を獲得して研究している学生がいる。その研究には教員が共同研究者として協力しているものがある（→様式3-1[1]1の(5)）。

　◇台湾、韓国から留学生を受け入れている。大学院ＧＰの資金を用い、日本語での論文執筆や学会報告の指導・助言を行っている。研究科のホームページには英語の入試情報も掲載しており、今後世界各国から留学生を受け入れる用意がある。

	④ 他の大学等と連携した取組については、人材育成における連携の有効性について記入してください。
　このＣＯＥプログラムが規定する連携機関はない。以下、研究者育成のために本拠点が外部とどのような関係を持つかについて記す。
◇アイリス・ヤング（米国）、アラン・コルバン（フランス、『感性の歴史』等著書多数）を招聘しての集中講義のように、研究科の正規科目の担当教員として他国・他大学の研究者を招く。とくに19年1月のコルバンを招聘した集中講義は、学生の発意により実現したものであり、事前に学外の研究者を招き研究会を幾度も行う等、長期の準備をして実現させ、それを研究科・教員が支える体制をとった。ここを本拠としつつ、他から摂取すべきものを摂取できる環境をさらに整える。
◇教員が有する研究者のネットワークを有効に活用し、どこへでも出かけさせる。関連分野の研究会等への参加や教員との交流を支援する。学会参加に限らず、意義を認めた場合には旅費等につき経済的な支援も行ってきたが、それを継続・拡大する。近くでは大阪大学、そのコミュニケーション・デザインセンター等の企画に参加する。単位取得の互換制についても検討する。
◇研究科が包括的な研究協力協定を結んだ機関に、ベルガモ大学大学院複雑性認識論人類学研究所、佛光大学、また協定に向けての協議が進行中の機関としてパリの高等師範学院がある。また立命館大学が協定を結んでいる大学・研究所はさらに数多い。学生等の留学、同時に留学生の受け入れを積極的に進める。
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	６．研究活動の計画
① 研究活動の具体的な達成目標について記入してください。
　Ⅰ～Ⅲその１～３の全てを、同時に、互いに連携し連関させつつ、遂行し、生存学を創造する。

　Ⅰ【集積と考究】１［収蔵公開１］資料の収集・集積・整理・公開・英語化。２［収蔵公開２］。世界の病者・障害者等の組織・活動・主張、政策を一覧でき、現況を把握できる情報拠点を確立・運営。３［考究］諸学の成果を整理し、未だ解明・解決されていない主題について研究。
　Ⅱ【学問の組換】１［教育研究機構］障害等を有する人が研究する機構を示す。２［技術開発支援］自然科学研究・技術開発への貢献。利用者の意向を伝え、聞き、やりとりし、作られたものを使い、その評価をフィードバックする経路・機構を作る。３［研究技術倫理］人を対象に調査・実験・研究する社会科学・自然科学のあり方を、研究の対象となる人たちを交えて検討する。さらにより広く研究・開発の優先順位、コストと利益の配分について研究し、将来像を提案する。
　Ⅲ【連帯と構築】１［連携連帯］各種の民間団体と協議して企画を立案、実施。ＮＰＯの運営・経営のための研究・情報提供。２［社会像提示］資源の分配、社会サービスの仕組み、供給体制・機構の立案、提示。まず歴史・現状分析。実際調査。そして基本的・理論的な考察・分析。資源・予算の制約という条件をどう捉えるかについて、等。具体的な提案。３［国際連携発信］直接的な援助に関わる組織とともに政策の転換・推進を目指す組織に着目。国際医療保険の構想等、国境を越えた機構の可能性を研究、財源論を含め国際的な社会サービス供給システムの提案を行う。

	② ①を実現するための具体的な計画について記入してください。

（ⅰ．国際的なネットワークの構築、国内外の優れた研究者の雇用・招聘や若手研究者の派遣・受入れ、海外の研究機関等との連携、諸外国への積極的な情報発信など、国際的な拠点形成をどのように実現するのか、ⅱ．拠点形成計画に参画する研究者が実質的に協力・連携し、拠点形成に向けて十分貢献する体制となっているのかを含めて、記入してください。）
　Ⅰ【集積と考究】１［収蔵公開１］この領域は自然科学と人文社会科学の狭間で情報の蓄積がなかった。本拠点は既に複数の主題について国内では規模の大きいデータベースを有するが、それをさらに強化し、必要なものは英語化し、研究拠点としての役割を果たす。関連書籍等を発行年順に配架、同時にデータベース化（現在は5,000点→20,000点）、主題・人名・著作別のファイルを増補、ウェブに掲載。重要なものは全文掲載。これは学生の研究の基礎作業であり、同時に研究業績に直結する。出版社・編集者と連携し文字化・公開（既に企画進行中）。マッギル大学（カナダ）のSocial Studies of Medicineの研究者達と連携。２［収蔵公開２］。日本の資料・刊行物で重要なものを英語化。英語出版の恒常的なルートを確立。世界の病者・障害者の活動・主張が一覧でき、現況を把握できる情報拠点を確立・運営する。各国の政策、各種国際組織を現地調査、結果を英語で報告。情報収集・整理・公開については経験のある学生・研究員が指揮する。リーズ大学（英国）Disability Studies Center等と連携、学生を派遣し、また受け入れる。３［考究］諸学の成果を整理し、未だ解明・解決されていない主題について、共同研究も含め研究し、論文・著作を発表。例：どこまでを病・障害とし、身体のどこまでを変えてよいのか。例：生命倫理学は本人の決定に従うべきだと言うが、それですまないとしたら本人にどう対するか。
　Ⅱ【学問の組換】１［教育研究機構の構築］障害等を有する人が研究するための機構・体制作り。①とくに情報へのアクセシビリティ。まず組織内でできることは何か、これまでの試行を踏まえ、研究し試行を繰り返す。その成果として、実現可能な機構を作り提案する。②著作権・特許権等、規範的な問題についても調査、検討、提言。切実な必要を有する３名の学生が中心となる。２［技術開発支援］本拠点自体は開発を行わない。利用者は何を欲しているのか、何を欲しくないかを伝え、聞き、やりとりし、作られたものを使い、その評価をフィードバックする経路・機構を作る。このことをもって自然科学研究・技術開発に貢献する。例：動作を支援する工学技術。例：遺伝子医学への期待にどう対するか。３［研究技術倫理］人を相手に調査・実験・研究する社会科学・自然科学のあり方を、研究の対象となる人たちを交えて検討する。さらにより広く、研究・開発の優先順位、コストと利益の配分について研究し、将来像を提案する。
Ⅲ【連帯と構築】１［連携連帯］各種、大小、全国・地域民間団体（例：日本ＡＬＳ協会、その都府県支部、県単位の難病者団体連絡協議会、精神障害者の地域組織・全国組織）と協議して調査・研究企画を立案し実施する。研究員・学生が積極的に参加し成果を発表する。研究者・専門家／企業／政府／市民との関係を形成・維持するとともに、その関係のあり方自体について研究し提案する。とくに患者会等のＮＰＯの運営・経営のための研究を行い、情報を提供する。２［社会像提示］まず歴史研究と実地調査を含む現状分析を行う。とくに絶対数の少ない病気・障害についてはほとんど研究の蓄積がない。基礎研究を踏まえ、資源・予算の制約という条件をどう捉えるかについて等、基本的・理論的な考察・分析を行う。その上で資源の分配、社会サービスの供給体制・機構を構想、具体的に提案する。３［国際連携発信］重度障害者・難病者の一部について他より多くの人が生きられている日本の在宅ケアの普遍化可能性を探る。医療援助等に直接に関わる組織とともに世界規模での政策転換・推進を目指す組織に着目する。アフリカのエイズの問題に関わってきたＮＧＯの代表を特別招聘教授に迎えた。さらにアジア、アフリカ等の研究機関・研究者、ＮＧＯの活動との連携を強化し研究を遂行。国際医療保険の構想等、国境を越えた機構の可能性を研究、財源論を含め国際的な社会サービス供給システムの提案を行う。
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	③ 国際的に卓越した教育研究拠点の形成に当たって、必要な研究活動の実績について記入してください。（特に、２１世紀ＣＯＥプログラムにおいて採択されている拠点については、２１世紀ＣＯＥプログラムで期待された成果が得られているかを含めて記入してください。）
◇本拠点の主題に関する研究成果を、多くの場合、著作として発表している。ここ約10年間に関連する主題で書いた単著の本、編者となった本は約40冊、分担執筆者として加わった本は100冊を超える。松原・小泉編『生命の臨界』（人文書院、平成17）は研究科の企画として出版された。全国の若手研究者の論文が集まり、有意義なものとなった『現代思想』平成15年11月号特集「争点としての生命」、16年11月号特集「生存の争い」の企画にも協力している。
◇中心となるメンバーはすべて、ここ数年の間に、この拠点の任務と深く関係する主題の科研費研究の代表者を務め、研究を推進してきた。また学生が発案し、学生が主体となって行なった民間の研究助成に教員が協力し、研究資金を得て共同で研究を行ってもきた。
　◇科研費研究の多くに複数の教員が関わっており、異なった研究領域を専攻しながら、互いに協力して研究してきた。対談・対論（小泉と立岩、後藤と立岩、他）や書評（天田・小泉・立岩が天田・小泉・立岩・松原の著作を書評、他）等で互いの研究について意見を交わしてきた。研究科主催や科研費研究の一環としての研究会、講演会、シンボジウムも数多く行なってきた。

　◇網羅的なデータベースの構築・整備を行なってきた。拠点のウェブサイトhttp://www.arsvi.
comに約1万ファイル、400字詰20万枚のデータを有し、アクセス（ヒット数）は年に約900万（トップページへは約20万）。国内唯一のものになっている。さらに整理・増補すれば、学問的社会的により有意義なものになり、英語化すれば世界で利用されるものになる。これまでの研究や研究者についての情報も、論文の全文掲載を含め、このサイトと研究科のサイトにすべて公開されている。

　◇基礎的、規範的議論の構築作業を行なってきた。14年・16年にノーベル賞受賞の経済学者アマルティア・セン他を招き、国際会議を開催、その後も国際ワークショップ等を開催してきた。今後、さらに理論的検討を継続しつつ、政策論として具体化していく。

　◇種々の民間団体、当事者団体との関係を形成、維持、強化してきた。身体障害者・神経難病者の組織、その関係者等と継続的な関係があり、シンポジウム等に呼ばれるだけでなく、共同研究に協力するなどしてきた（立岩・中村・松原他）。科研費研究の一環として、発話が困難なＡＬＳ（筋萎縮性側索硬化症）の人がオンラインで議論する場を作る試みも行ってきた（松原）。
　◇アフリカのエイズについて既にＮＧＯとの協同研究の実績がある。アフリカ日本協議会が蓄積してきた情報をもとに、教員と学生が協力し冊子を刊行した。この度その代表でもある林を特別招聘教員に迎えた。ＮＧＯスタッフ、大学やシンクタンクの研究者を含めさらに研究を拡大する。
　◇他大学のＣＯＥに講演者等として関わってきた（大谷・松原→お茶の水女子大、後藤・西→一橋大、西・渡辺→東京外語大、立岩・大谷→東京大、天田→京都大、松田→日本福祉大、立岩→関西学院大、立岩→大阪大）。催しに時間と労力を取られかえって研究が妨げられている状況を見、なにより必要なのは日常の研究と教育であり、そのための時間と人であることを改めて感じた。
　◇自らに反省もある。重要な領域であるにもかかわらず研究者が少ないため、論文・著書の執筆依頼が多い。個人としての仕事が増え、同時に多くの院生の教育に時間をかけざるをえない。そのため、組織的に研究を構築すること、作業を分掌し若い世代に渡すことが十分にできず、結果、自らに負荷がかかる状況を脱することができないでいた。また業績を多言語で発表することが十分にできなかった。今後、研究を組織化・効率化し、共同のものとし、教員の研究を学生に引き継がれるものとし、多言語による発信機構を整備することでこの弊を除いていく。

	④ 他の大学等と連携した取組については、研究における連携の有効性について記入してください。
このＣＯＥプログラムが規定する連携機関ではないが、
◇立命館大学が大学間学術協定を結んでおり生命倫理分野に力を入れている東亜大学（韓国）、同じく大学間協定が結ばれているプレトリア大学（南アフリカ）のCentre for the Study of AIDS、そしてマッギル大学（カナダ）のSocial Studies of Medicine、リーズ大学（英国）のDisability Studies Center等、関連する研究機関、研究機関所属の研究者たちと連携して研究を進める。また、先端総合学術研究科が包括的な研究協力協定を結んだベルガモ大学大学院複雑性認識論人類学研究所（イタリア）、佛光大学（台湾）、また協定に向けての協議が進行中の機関として高等師範学院（フランス）との関係を強化する。
◇また国内では、大阪大学のコミュニケーション・デザインセンター（ＣＳＣＤ）等との協力関係の強化を構想している。ＣＳＣＤは、専門家と素人との関係をどう作っていくのかを考え、試み、実現することをその大きな目的としており、それは本拠点の企画とも関係する。そして、哲学・「臨床哲学」を構想する研究者（中岡成文、本間直樹）、科学技術社会論の研究者（小林傳司、平川秀幸）や、医療人類学の研究者（池田光穂）らがおり、私たちは、国際高等研究所における「臨床哲学」の研究プロジェクト（野家啓一、鷲田清一他）等、幾つかの場で研究・活動をともにしてきた。また、そのセンター設立にあたり、研究者である以前に看護等の臨床の現場に長くいて、センターに特任教員として採用され、その経験を学問の形成や教育の変革につないでいくことを志向する教員がいる。現在は、個々の教員がセンターの企画に協力したり、研究をともに行なっているが、将来的には、双方の学生が互いの授業に参加したり、教員や学生が共同の企画で協力しあうといった連携の実現を図る。
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	⑤ 年度別の具体的な研究活動面の実施計画

平成１９年度：毎日研究をし、研究の指導をし、成果を学会や学術誌に発表し、また発表させる。論文は年間100本程度、学会報告は論文に結びつくようなものを。雑誌論文をさらに改稿し、論集等の形態で公刊、さらにあるいは同時に英語化、という手順を標準的には想定する。むろん最初から英語の場合もある。5年間、基本はその繰り返しである。◇とくに催しを予め設定してしまうことはかえって研究の進展を阻害することがある。あくまで必要に応じて、しかし行うべき時には時機を逃さず素早く動いて、研究会・シンポウム等は行う。◇半日人を呼び話をしてもらうという形態だけでなく、学外・国外を含む学生・研究者が時間・日数をかけて議論するワークショップ方式を取り入れる。その結果を必ず残す。◇ワークショップ等については、恒常的・機動的な本拠点事務局が活動を支え、それが自らの研究に資すると判断する学生らの実行委員会が活動する。◇初年度は、まず既にあるものの整理。各教員は数十年かけて集めてきた書籍・冊子・雑誌等を贈与・貸与、拠点となる場（物理的空間としてのセンター）に移動、整理・配架。資料収集の方針の確定・確認。◇ＨＰ上でのデータベース構築体制の点検・確立、ヴァーチャル空間としてのセンターの本格的な始動。◇既に始まっている高等教育・研究における情報アクセシビリティの問題についての調査を継続・強化。◇尊厳ある生／死についての歴史的・理論的な書籍各1冊、計2冊（日本語）を刊行。◇老いとその困難について考察した書籍（英語）を刊行。◇「基本所得」についての英語書籍の日本語訳を刊行。◇日本語の論文・書籍の英語化の方法と発表・公刊実現方法の開発についての調査検討。訳語の確定などを含む作業を開始。◇既存の資料・研究成果の出版について編集者・出版社と協議。絶版書籍の出版社による復刊企画に関わる。これは２年目以降も継続。◇障害者自立支援法関連資料集（17年に刊行したものの続篇）他、幾種類かの報告書、冊子を刊行。◇障害学会の年次大会（開催校：立命館大学）に、プレ企画など含めて関与。情報保障の体制を点検、確立。◇この年に先端総合学術研究科（先端研）は「完成年度」を迎える。この拠点の運営にとって最善な組織・体制は何かを検討し、提案する。
平成２０年度：やはり、毎日研究をし、研究の指導をし、成果を発表し、発表させる。◇英語での発表・報告が増加。◇海外からのＰＤ募集を本格的に開始する。◇神経難病者・重度障害者の生存を巡り、アジア・ヨーロッパから本人・研究者を呼んで会議を開催する。◇病・障害を巡る日本の戦後史についての書籍（日本語）を刊行。◇所得保障と労働についての学生・研究員等の論考を含む論集を発行（日本語）。◇障害／病と生命倫理を巡る諸主題についての論集を刊行（英語）。◇重要な書籍を紹介し解題する書籍（日本語）を刊行、このうち日本で出されたもので重要なものは英語化しＨＰに掲載。◇情報へのアクセシビリティの問題に関連し、著作権法など法・規範に関する調査・検討を行う。◇アフリカのエイズについての年次報告書他、幾種類かの研究報告書、年次報告書を刊行。◇データベースの構造を確立、英語での情報発信を軌道に乗せる。◇人を対象とする仕事（研究、福祉・医療…）の倫理について、当拠点の指針点検のためにも、広くこの間の動きを調査、規定・綱領等についてＨＰからの情報提供を強化。◇1年目の体制を点検。この年度の終わりに外部評価を受ける。◇この年度は先端研の教育機構改革の試行1年目でもある。他研究科との統合、研究所再編の可能性等も視野に入れ検討し、全学に提案。
平成２１年度：日常のこととして行うべきことを行いながら　◇データベースに掲載する情報の英語化をさらに進める。◇前年に続き、ワークショップ、シンポジウムの開催。◇日本における神経難病者の生活・主張・政策についての書籍を発行（英語）。◇薬害や公害等の被害と恢復とに係わる運動・政策についての書籍（まずは日本語）を刊行。◇「病の哲学」の可能性についての討議を収録した書籍（日本語）を刊行。◇比較的希少な病気・障害（血友病、ＳＪＳ、等）の人たちの生活・政策に関わる学生の論文他を集めた論集（日本語）を刊行。◇情報の問題を中心に、障害者と／の教育研究に関する報告書（日本語）を刊行。◇医療･福祉サービス、所得保障に関する書籍（まずは日本語）を刊行。◇アフリカにおけるエイズに関わる本人たちの運動と政策についての書籍（英語）を刊行。◇他に日本の障害者・病者の社会運動に関する資料・論文を集めた冊子（17年に刊行したものの続篇）他、何点か報告書、冊子を刊行。
平成２２年度：毎日のこととして行うべきことを毎日行いながら　◇障害／障害者についての学生・研究員等の論稿を含む論集（英語）を刊行。◇学生の博士論文をもとに、日本の「生殖医療」の進展とそれを巡って起こった動きを分析した書籍（日本語）を刊行。◇障害者の情報へのアクセシビリティについての書籍（日本語）を刊行。未来を展望するシンポジウムを開催。◇自らの試行も振り返りつつ、各学会・専門職団体における倫理規定についての調査研究をまとめ、現状とこれからの展望を記した報告書を刊行。これについても刊行に合せ、シンポジウム等を開催。◇他に、医療・福祉政策についての報告書、冊子を刊行。
平成２３年度：やはり常日頃のことを行いつつ　◇性的少数者に関わる理論・歴史・政策に関わる論集（英語）を刊行。◇医療とグローバリゼーション、国際援助についての論集（英語）を刊行。◇２年目に刊行した病・障害を巡る日本の戦後史についての日本語の書籍を増補・改訂した上で英語版として出版。◇「病の哲学」の可能性についての討議を収録した日本語版の書籍を増補して英語版を刊行。◇５年間を総括した文書を作成し、ＨＰに掲載する。◇各学問領域から研究者を迎え、成果とその評価を巡って集中的に議論し、本研究拠点の次年度以降を展望する。


様式２－４
	７．他の関連する事業との相違点

（当該プログラムを申請する専攻等において他の経費措置で既に実施されている関連性の高い事業による内容と類似性がある場合には、その相違について具体的に記入してください。）

　様式3-1(5)に記した以外に、2000年度（平成12年度）以降、以下の科学研究費他を得ている。本研究拠点と直接に関連するもののみをあげた。今回の申請は、以下のすべてに関係しつつ、研究教育の全体をより組織化し、綜合が可能で有効な部分については綜合し、さらに強力に前進させようとするものである。

　また先端総合学術研究科は「魅力ある大学院教育」イニシアティブ（大学院ＧＰ）に採択され、成果をあげてきた。それは教育の充実により基礎的な研究力を獲得するためのものである。本プログラムでは、ＧＰによる基盤整備の上に実際の研究成果を生産しようとする。
他に立命館大学の「学内提案公募型研究推進プログラム」の研究助成に応募し当選している。また、その中からさらに絞られる「政策的重点研究」の主体ともなっている。これは外部資金を得て全国的･世界的な研究拠点形成の基盤を準備・整備することを大学が援助するものである。
　＊以下、助成金の種別／年度（平成）／研究題目／研究者／助成金額（総額・単位千円）
◇日本証券奨学財団研究調査助成金／12／高齢社会におけるエイジング・プロジェクション――
老いとバイオ・テクノロジーをめぐって／天田城介（代表）／1000

◇松下国際財団／12／19世紀末、世紀転換期における生命体に関する知識のグローバル化についての研究／渡辺公三（代表）／1000

◇科研基盤Ｃ／病者・障害者の権利を擁護するＮＰＯの研究／2000～2003／立岩真也（代表）／3800
◇学術フロンティア推進事業／12～16／望月昭（代表）／対人援助のための『人間環境デザイン』に関する総合研究／87897
◇厚生科学研究費補助金／13～15／公的扶助システムのあり方に関する実証的・理論的研究／後藤玲子（代表）／25400

◇科研基盤Ｂ／13～15／現代世界における言語の多層化と多重言語使用がもたらす文化変容をめぐる多角的研究／西成彦（代表）／5600

◇科研若手研究Ｂ／13～14／高齢者福祉サービスの市民事業化に関する日米比較分析研究／天田城介（代表）／2000

◇科研基盤Ｂ／13～15／心理学実験室設立以降の心理学の進展／佐藤達哉（代表）／7400

◇科研基盤Ｂ／13～15／生活世界とりわけ土地との関係をめぐる伝統的法体系と外来法体系の葛藤――共生の可能性と限界の研究／渡辺公三（代表）／7000

◇科学技術庁重点調査基礎研究／13／最小限福祉の社会的評価の形成に関する基礎的研究／
後藤玲子（代表）／9915

◇科研研究成果公開促進費／14／〈老い衰えゆくこと〉の社会学／天田城介／2600

◇ユニベール財団研究助成／14／米国の高齢者福祉政策をめぐるポリティックスと老年期のアイデンティティ／天田城介（代表）／1000

◇トヨタ財団研究助成／14～15／負の遺産としての公害・水俣病事件と水俣地域市民社会の再生に関する総合的研究――水俣学の構築・発展に向けて／天田城介（代表：原田正純）／4000

◇受託研究事業戦略研究所／15／文化人類学的コミュニケーション論の視点から見た組織文化と倫理の体系化に関する研究／渡辺公三（代表）／735

◇科研基盤Ｂ／15～17／生命科学・生命技術の進展に対応した理論と倫理と科学技術社会論の開発研究／小泉義之（代表）／7500

◇科研基盤Ｂ／生命科学／技術の公共性と生活者の利益をめぐる諸問題の歴史的・社会的・倫理的研究／15～17／松原洋子（代表）／12500
◇科研基盤Ｂ／15～17／対人援助実践情報の階層構造化についての研究／望月昭（代表）／5900
◇熊本学園大学付属社会福祉研究所研究助成／15・16／「国立ハンセン病療養所における老いと生活史に関する調査研究」／天田城介（代表）／600・600

◇日本学術振興会外国人著名研究者招聘事業／15／先端総合学術研究科プロジェクト「21世紀の公共性」国際ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑ「21世紀の公共性に向けて」／先端総合学術研究科（渡辺公三）／3403

◇独立行政法人福祉医療機構委託研究「長寿・子育て・障害者基金」福祉等基礎調査／15／社会福祉援助実践に応用可能な質的研究方法論に関する研究／天田城介（代表）／1500

◇科研萌芽研究／16～18／重複障害のある生徒・成人における携帯メールを用いたコミュニケーション支援／望月昭（代表）／3000
◇熊本学園大学附属社会福祉研究所研究助成／17／「沖縄および台湾におけるハンセン病当事者の個人史と歴史に関する調査研究」／天田城介（代表）／500
◇科研基盤Ｂ／18～20／家族再統合へのファミリーソーシャルワーク実践についての研究／中村正（代表）／7500
◇医療福祉機構子育て支援基金／18／虐待する親へのファミリーソーシャルワークによる家族再統合支援事業／中村正（代表）／4920

◇内閣府女性に対する暴力の防止についての地域モデル事業／恋人間の暴力防止のための調査研究／18／中村正（代表）／2500


様式２－５
	８．初年度及び次年度の各経費の明細　　　　　　　　　　　　  記載例：研究打ち合わせ旅費　　　○○千円
  申請できる経費は、本事業計画の遂行に必要な経費です。       　　　　　　　　　資料整理謝金　　 　   ○○○千円
  グローバルＣＯＥプログラムの目的である拠点形成の実現に使途は限定されます。

　※拠点大学で使用する経費と連携先で使用する経費を区分して記載してください。　　　　　　　　　　　　　金額（千円）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	事　　　　項
	金額（千円）
	備　考

	＜平成１９年度＞
・ＰＤフェロー雇用（Ⅰ～Ⅲのプロジェクトを推進）
・研究員・ＲＡ等による学生の研究支援
・資料整理・データベース構築等謝金

・翻訳・通訳等経費
・調査謝金

・資料・図書購入費

・消耗品費

・備品費
・調査・研究打ち合わせ旅費

・研究交流旅費（学生・研究員の国際学会参加支援等含む）
・シンポジウム・ワークショップ運営費

・複写・印刷・製本費


	　７，２００

１４，０００

 ７，０００
 ６，８００

 １，０００

 ４，０００

 １，０００

 ２，０００

 １，０００

 ２，０００

 ２，０００

 ２，０００
	300千円×8月×3名
2千円×7000時間
視覚聴覚障害対応含む

専門知識提供謝金含む

海外参加者招聘費含む

	（平成１９年度）    　　　　　　　　      合　　計
	５０，０００
	

	＜平成２０年度＞
・ＰＤフェロー雇用（Ⅰ～Ⅲのプロジェクトを推進）
・研究員・ＲＡ等による学生の研究支援　

・資料整理・データベース構築等謝金

・翻訳・通訳等経費
・調査謝金

・資料・図書購入費

・消耗品費

・備品費
・調査・研究打ち合わせ旅費

・研究交流旅費（学生・研究員の国際学会参加支援等含む）
・シンポジウム・ワークショップ運営費

・複写・印刷・製本費

・図書製作・出版経費


	 １０，８００

２０，０００

 ９，０００

 ８，８００

 １，８００
 ４，０００
 １，４００

 １，６００
 ２，０００
 ３，０００
 ３，０００
  ２，６００
  ２，０００
	300千円×12月×3名
2千円×10000時間
視覚聴覚障害対応含む

専門知識提供謝金含む

海外参加者招聘費含む

	（平成２０年度）  　　　　　　　　　　   　合　　計
	７０，０００
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